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第１ 章　総　　則

（適用範囲）

第１ 条　本仕様書は、 一ＦｍＴ （顕下、 「発ぼ者」と いう 。） が受を者に委託する「令加 ７年

氈一‾ＦＲ道路台帳ぞ新業務委託（ぷ下、「本業務」 とい う。 ）」 に適篦する。

（目 的）

第２条　本業務は、発た者が管をする道路肩書の修ｊＥ八び道路台帳の更新を行うこ と。さ

らに、発な者がｔ餡する統合型ＧＩ Ｓに搭載‾ねＴ能なデータ を作成するこ とを 目的とする。

（準拠する関係法令等）

第３ 条　本業務は、こ の仕様書によ るほ か、 次の告偕等に準拠する もの とす る。

（１）道路法 （昭和２７年法律第１８０ 号）

（２）道路法施行規則 （昭和２７年を竄省令第２５そ）

（３）道路施設現況調査提要

（４）道路構造令 （昭和４５年政令第３２０ 号）

（５）道路構造令施行規則 （昭和４６年建設省令第７ 号）

（６）測量法 （昭和２４年法律第１８８ 号）

（７）地方交付税法（昭和 ２５ 年法律第 ２１１号）

（８）その他関Ｗ法令 ・規聡ヽ瓏速等

（９）一戸「ＵＴ諸規則

（履行期顰ぽび成、栗品翕入場所）

第４条　本業務の履行期張は、 契霸日から令私８年３　Ｊ１　１９　日までと し、 成Ｘ品の翕入場所

は一戸む４設部ｔ域整備氛とする。

（受注者の要件）

第５条　受を者は、本業務を遂行するために下おの要件を満たす事業者であるこ ととする。

（１）岩手県か。］に本店、支店又は営業所を有する こと。

（２）岩手県ｉちにおいて令和 ２年度び降に完了 した道路台帳ぞ新業務 （デジタルイヒ作業）

の実績を有するこ と。

（３）日本工業標準調を会 「品質マネジメン トシステ ム」 によ る認証（ＱＭ　Ｓ　：　 Ｑｕａｌ ｉｔｙ

Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　Ｓｙｓｔｅｍ　：　ＩＳ０９００１）

（４）日 本適合性認定協会 「環境マ ネジ メン トシ ステ ム」 によ る認証（ ＥＭ Ｓ：

Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａ１　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　Ｓｙｓｔｅｍ　：　ＩＳ０１４００１）

（５）情報システムセキュ リテ ィ管‾ｔ適合ｔ生評価鼈度によ るぬ的夕Ｘ屬機関の承認（ ＩＳＭ

Ｓ　：　 ｌｎｆｏｒｍａｔ ｉｏｎ　Ｓｅｃｕｒｉｔｙ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　Ｓｙｓｔｅｍ　：　ＪＴＳＱ２７００１）

（６）（一財）日本情報経済社会推進協会「個人情報保護に関する事業者認定制度」 によ

る嘉証（プライバシーマーク： ＪＩＳＱ １５００ １）

（７）Ｂ ＳＩ　グループジャ パン株式会社認証 （Ｉ ＳＭＳク ラウ ドセ キュ リテ ィ： ＩＳＯ／ＩＥＣ

２７０１ ７）

（８）Ｂ ＳＩ　グループジャパン株式会社認証 （ＩＴサービスマネジメン ト： ＩＳＯ／ＩＥＣ
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２０ ００ ０－ １）

（配管予定技術者の要件）

第６ 条　本業務を 「ｒＪ滑かつ確実に履行するた めの条件 とし て、 発注者は次の事項を満たす

こと とす る。

（１）配置予定主任技術者

ア　 前条 （２）に定める鶚種かつ同規模業務の実績を有すること

イ　 鵬ｔ法第 ４９ 条に‾嵬づきを録された氛ｔ士の資格を取得している こと

（２）髱置予定柤售技術者 （複数佑の髱置に よる対応 も７ｉＴ とす る。）

ア　 前条 （２ ）に定める鶚種かつ回規模業務の奏請を有すること

イ　 を問情報総括ＫＪＩ技術者の資格を有すること

（着手時の提出書類）

第７ 条　本業務の着手にあたり 、受注者は下記書類を発な者に提范する こと とする。

（１）業務着手届

（２）業務工程表

（３）業務実施計回書

（４）主任技術者届（経荳書・ 資格証扇書写しを添付）

（５）担售技術者届（経鼈書・ 資格証扇書写しを添付）

（６）第 ５粂に定める 条件を証明する書類

（資料の貸与）

第８条　本業務に必要な図回腸資れは、 発ぼ者が所有する ものについては貸与するが、貸

与した資料につい て、 受注者は 目的完了後、 速やかに返ぷ しなければな らない。

（守秘義務）

第９条　本業務における成果は、受注者に帰豫、するものであ り、 受注者は委託の過程‾乱び

結果から知り 得た情報について発注者の許一回］＾な くが表してはなら ない。

（成果品の帰属）

第１０条　本業務における成タこ品は、既に著作権を有するものＪスタχヽ はすべて発注者に帰属す

るものと し、 受注者は、発ぼ者の許‾ｉｊＴなく 使用、流用してはならない。

（瑕疵担保）

第１１条　本業務完了後、受注者の戔央又は疎漏等に起因する瑕疵が あっ た場合に は、 受注

者の責任において袖ｊＥ・ 修ｍを行うこ ととする。

（疑義）

第１２条　本業務の実施にあたって、 本仕様書にり１示なき事項‾ｋび疑義が生じた場合は、そ

の都度、 発注者と 受注者が協議のう え発注者が決定し、受注者はその指示に従う ことと

する。
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（完了）

第１３条　本業務は、成果晶について発注者の検まを受け、 検査合格したこと によ り完丁と

する。

（契約Ｆ大１容の交‾ｙ、）

第１４条　発注者は、心要とおめた場合には、 作業か。１容の裘覧、 履行期間の変ぞ等、契め骸］

容の変ｙをするこ とができ る。 ただ し、 その肖１容については、発ぼ者と受な者の協議に

より 決定する もの とする。

第２ 章　業務肖丿容

（業務概要）

第１５条　本業務概要は、次のとおり とする。

１　 既存道路調書修ｉＥ

（１）計画準備

（２）調書作成

（３）調書データ作成

（４）橋梁データ作成

（５）交差データ作成

２　 道路台帳ぞ新

（１）現況測ま： 平板測ま

（２）道路現況調査

（３）台帳ま図作成

（４）台帳平面巡作成

（５）電算処ミ

（６）調書作成

（７）七帳回 ラス クデータ 作成

（８）中心線データ作成

（９）道路台帳調書作成

３　 共通

（１）打合せ協議

１式

４１５． ８ｋｍ

４１ ５． ８ｋｍ

１１５橋

２７件

０。 ２２　ｋｍ

０． ２２　ｋｍ

０． ２２　ｋｍ

０． ２２　ｋｍ

１式

０． ２２　ｋｍ

１面

０． ２２　ｋｍ

１式

１式

（計画準備）

第１６条　受ぼ者は本業務において、 作業着手前に作業を体の方法、 使罠する主要な機器、

要員、日 程等について適切な作業計画を立案する もの とし、必要な資料を収集し、整ミ

する もの とする。

（調書作成）

第１７条　データ化 された道路台帳議書データ についてマス ターデー タの作成を行い、 電算

集計後、 各調書データ羅目 に脱落や重複がないかを検証するものとする。
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（調書データ 作成）

第１８条　道路施設現況調査提要に‾嵬づき、 更新されたを種調書についてスキャニングを行

い、 ＰＤ Ｆデータ を作成するも のと する。

（橋梁データ 作成）

第１９条　一戸ぢにて管ミしている橋梁資料を もと に、 位置データ八び橋梁台帳を ＰＤ Ｆデ

ータ化するも のと する。

（交差データ 作成）

第２０条　一‾Ｆｙにて管理している交差資料をも とに、位置データ八び交差台帳をＰ ＤＦデ

ータ化するものと する。

（基準）

第２１条　補‾ｉＥ作業のう ち、 現況平面図の修ｍ作業は、 原則として実測法による平板測まを

ぷ準とするが、精度の保持がｔ督職員により承認された場合は、本特記仕様書に定める

社外の方法による こと ができる。

（補工Ｅ方法）

第２２条　道路台帳平面目上にｔ督職員が明示した箇所を、 前条のま準に従って次の工をを

実施する もの とする。

（１）現況平面図の修‾を

（２）測定基図の修ｌＥ

（３）道路台帳筑の修‾瓦

（４）道路台帳調書の修‾を

（現況測ま）

第２３条　現況平面図を作成するために一ＦＵ道路台帳図式に従い地形・ 地物に係わる地図

情報を測定回示するものとする。なお、 現況測量の実施には、 トータルステーション （Ｔ

ｓ） 又はＧＮ ｓｓ 等、 明瞭な地物を与点とした地形測量手法により 現況平面回を作成す

るものとする。

（道路現況調査）

第２４条　道路台帳として必要な情報の細微項目を現まにて測定、調をを行う ものとする。

なお、道だ調まの項目 として、 道氈法施行規ｍ第４条の２ に準 じ、 次に定める壙、目 を調

査するものと する。

（１）道路部構成

道路の幅員が ０． ５ｍ 八上変化する箇所の幅員測定（東道、歩道、 分離帯、 路肩、イ回

溝、 路肩）

（２）路面Ｗ燃

Ｃｏ （コ ンク リー ト） 、Ａｓ（高級アス ファ ルト ）、 ａｓ （簡易ア スフ ァル ト） 、ｇ （や利）

（３）構造物 （寉粂、 ダ差、踏リＪ、ト ンネル）
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種類、幅員、 延長、構詣聚成、 現況写真

（４）歩道

種類、幅員、 植樹施設

（５）側溝

種類、幅員、 ‾ｋ有無

（６）安兔施鼈

種類 （ガード レール、 ガー ドパイプ、ガードロープ、 ガー ドフ ェンス、 駒止めな ど）

（台帳票図作成）

第２５条　道路調まで得た各種表現事項を図式規定に従って、編集を行い、台帳票回を作成

する もの とする。 なお、道路情報は、道路也第２８条に規定する肖１容に基づき、次のＦり容

について取り まと める もの とする。

（１）路線番昜

（２）起点・ 終点記倚

（３）道路幅員、 東道幅員、歩道幅員、 分離帯幅員

（４）鴨溝（幅員）

（５）路面種別

（６）安兔施設

（７）憔線半径、 縦觜似ミ

（８）橋梁「路Ｓ種が」、 生を番昜、構崔、 延長、幅員、 橋梁佑）

（９）踏鬚「加ｉ皿」、生息嗇昜、 構ま、延長、 矚、員、 踏リＪネ）

（１ ０） トンネル 「路面種ＳＩ」、 生ミ番号、構造、 延長、幅員、 トンネル佑）

（１ １） 立体交差 （路示匹、整を番倚、 構支、延長、 幅員、交差佑）

（１ ２） その他心要な各項目

（台帳平Ｆ自Ｔｉ図作成）

第２６条　本作業は、台帳基図を用いて透写製図し道路台帳平面図原回を作成する もの とす

る。

（電算処ミ）

第２７条　本作業は、座標測定作業Ｒび道路関連データ作成を基に、 電算処ミ専用 ソフ トに

より 道路台帳調書に必要な全ての項目について修‾ｉＥするものと する。

（１）電算処ぎは、予想できる全ての事Ｊミ獸に対してチェッ ク機能を備え、今後継続する‾３と

新等に支障のないよう な機材により行う こと とする。

（２）詳細なデータの追加‾反びｊぎ新データを入力する際は、プログラムタさｊミによ りマッチ

ングを行い、 各データに脱落や重複がないかを総合的にチェックを行い、前年度デ

ータ との整合性を回り 吏新を行 うこ とと する。

（３）処ミプログラムは、 データの更新、補工Ｅが一括（すべての認定路線）で処ミできる

システムとし、市販の表敖算ソフト等による単年度補工Ｅ分のみの計算処ミはおめな

しｙ
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（簗害作成）

第２８条　本作業は、道路施設現況調査提要に基づき、 吏新された各種調書について、 紙㈹、

力を行い、バインダーに綴 じる こと とす る。

（台帳図 ラス クデータ作成）

第２９条　本作業に より 修ｊＥした路線が含まれる 図郭についてを標を付与し、幾何補ｉＥ を行

い、 イ串縮補‾を、位置情報をｍ規化し、「台帳平面図ラ スクデータ」 ワールドファ イルを作

成するものとする。

（中心線データ艱得）

第３０条　本作業は、修ｉＥ した路線の中心線データを作成する ものとする。

（道路台帳調書‾ｔ新）

第３１条　本作業は、各様式毎にる年度分数値と緻密に整合を回 り、 前年度調書と の異動１ニヒ

較を行う ものとする。 なお、調書作成にあたっては、 様式 ・構成については菟年度成東

に準じること とする。

（打合せ協議）

第３２条　打合せ協議は、業務着手慨１回、成果品納入毀１ 回の計２ 回八上行 うも のとする

が、 心要に応 じて適宜実施する もの とす る。

第３ 章　成驚＝脆

（成果品）

第３３条　本業務の成果品は次のとお りとする。

（１）修蜃ミ現況平面図

（２）修ｍ台帳平面図

（３）修‾を測定基図

（４）修Ｊこ道路台帳調書

（５）ぢ道認定調書

（６）道路台帳図 ラス クデータ

（７）ｍＴ道網回製本

（８）その他発注者が指示する もの
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各２部

各１部

各１部

１式

１式

１面

２冊

１式


